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第４回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成25年８月19日) 

 

第 ４ 回   熊本県議会    厚生常任委員会会議記録 

 

平成25年８月19日(月曜日) 

            午前10時２分開議 

            午前11時49分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 「幸せ実感くまもと４カ年戦略」の取り組

みについて（政策評価表による報告） 

 報告事項 

  ①熊本県動物愛護管理推進計画の見直し

について 

  ②熊本県地域医療再生計画（平成 25年

度策定版）の策定について 

――――――――――――――― 

出席委員（７人） 

        委 員 長 渕 上 陽 一 

        副委員長 増 永 慎一郎 

        委  員 小 杉   直 

        委  員 岩 中 伸 司 

        委  員 平 野 みどり 

        委  員 重 村   栄 

        委  員 甲 斐 正 法 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

健康福祉部 

部 長 松 葉 成 正 

総括審議員兼         

政策審議監 牧 野 俊 彦 

医 監 岩 谷 典 学 

長寿社会局長 山 田 章 平 

子ども・障がい福祉局長 田 中 彰 治 

健康局長 白 濵 良 一 

首席審議員兼         

健康福祉政策課長 古 閑 陽 一 

健康危機管理課長 一   喜美雄 

高齢者支援課長 中 島 昭 則 

認知症対策・         

地域ケア推進課長 大 村 裕 司 

社会福祉課長 青 木 政 俊 

首席審議員兼         

子ども未来課長 中 園 三千代 

子ども家庭福祉課長 藤 本   聡 

障がい者支援課長 松 永   寿 

医療政策課長 三 角 浩 一 

国保・高齢者医療課長 大 塚 陽 子 

首席審議員兼         

健康づくり推進課長 山 内 信 吾 

薬務衛生課長 今 村   均 

病院局 

病院事業管理者 向 井 康 彦 

総務経営課長 林 田 浩 稔 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

議事課主幹 黒 岩 雅 樹 

政務調査課主幹 松 野   勇 

――――――――――――――― 

  午前10時２分開議 

○渕上陽一委員長 皆さんおはようございま

す。 

 それでは、ただいまから第４回厚生常任委

員会を開会いたします。 

 まず、本日の委員会に４名の傍聴の申し出

がありますので、これを認めることといたし

ます。 

 次に、議事次第２、幸せ実感くまもと４カ

年戦略の取り組みについて入ります。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。 

 なお、審議を効率よく進めるために、執行

部の説明は簡潔にお願いいたします。 

 また、執行部の皆様は、説明等を行われる
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際、着席のまま行ってください。 

 それでは、幸せ実感くまもと４カ年戦略の

戦略全体の体系や総括評価について、健康福

祉政策課長から説明をお願いいたします。 

 初めに、古閑健康福祉政策課長。 

 

○古閑健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 本日の委員会では、幸せ実感４カ年戦略の

政策評価について御説明をいたします。 

 資料は、Ａ３カラー版の平成25年度政策評

価 ＜案＞ (総括評価表)をお願いいたしま

す。 

 よろしいでしょうか。 

 まず、私のほうから政策評価の概要や４つ

の取り組みの方向性の総括評価について御説

明を行い、その後、各課から各施策ごとの評

価について説明をいたします。 

 それでは、１ページをお開きください。 

 左側、(1)４カ年戦略の推進についてでご

ざいます。 

 限られた経営資源のもとで効率的な行政運

営を行うため、ＰＤＣＡマネジメントサイク

ルを活用して、着実な推進を図ることとして

おります。 

 図にありますように、Plan、計画からDo、

実行、Check、評価、Action、改善を行うこ

ととしております。このようなサイクルを通

して政策の質的な向上を図ってまいります。

 次に、右側の(2)本県の政策評価について

です。 

 政策評価の基本的な考え方を３点記載して

おります。 

 まず１点目は、県民の視点で分かりやすい

政策評価です。 

 １つ目の黒丸の戦略指標、２つ目の県民ア

ンケート、３つ目の外部評価によりまして、

県民の意見を評価に反映させることとしてお

ります。 

 ２点目は、新４カ年戦略の階層に沿った評

価、進捗管理です。 

 下のピラミッドの図で階層の体系を示して

おります。 

 新４カ年戦略は、上から４つの取り組みの

方向性及び15の戦略、75の主な施策、182の

取り組み、構成事業から成っています。この

うち政策評価というのは図の青い部分です

が、４つの取り組みの方向性及び15の戦略に

関する総括評価と75の主な施策に関する施策

評価の２つの評価によって構成されていま

す。 

 最下段の３点目ですが、評価結果の活用で

す。 

 評価結果をもとに、二役、部長による政策

論議を行い、次年度の政策等の検討につなげ

ていきます。 

 ２ページをお願いいたします。 

 ただいま説明しましたピラミッドの青い部

分について、政策評価に係る各評価表の対応

関係を参考としてお示ししております。 

 本日は、総括評価表、施策評価表のうち、

本委員会に関係する部分について御説明をい

たします。 

 次に、３ページをお願いいたします。 

 平成25年度政策評価の概要をまとめており

ます。 

 左側、(1)本県を取り巻く社会情勢を踏ま

えた今後の対応についてですが、まず１段落

目で、１年が経過しました現時点での全体と

しての評価は一定の成果が上がっており、全

体としてはおおむね順調に推移をしておりま

す。しかし、２段落目以降に、策定時から本

県を取り巻く社会情勢は大きく変わってきて

いるということで、その変化に対する県の対

応を記載しております。 

 具体的には、３から４段落目ですが、国政

における３本の矢の流れを追い風に、新４カ

年戦略の加速化、景気・雇用の改善、財政健

全化の推進という３つを同時になし遂げられ

るよう、積極的に取り組んでいく必要があり
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ます。 

 他方、５段落目ですが、ＴＰＰ協定交渉

や、６段落目ですが、昨年７月の熊本広域大

水害など、これら３点に留意しながら新４カ

年戦略を推進していきます。 

 次に、(2)データで見る新４カ年戦略の推

進状況等についてです。 

 ①県民アンケートですが、５月に20歳以上

の男女1,500人を対象に実施した結果を記載

しております。 

 ４つの取り組みの方向性ごとに整理をして

おります。 

 ア．“活力を創る”について 

 「活力溢れる元気なくまもと」に近づいて

いるかどうかについては、そう思う、どちら

かといえばそう思うと回答した人、グラフで

は、赤と薄い赤の部分ですが、72.9％でし

た。 

 ページ右側をごらんください。 

 この戦略にぶら下がる施策は全体で26施策

ありますが、ここでは、それぞれの施策に対

する満足度と今後の方向性の２点について、

回答割合の高いものから順に記載をしており

ます。 

 まず、上段の満足度では、安全安心・ブラ

ンド力を強化するが高く、下段のもっと力を

入れて取り組んでほしいものとしては、活力

ある担い手を育てるが高いなど、全体として

も４つの方向性の中では比較的高い結果とな

っております。 

 次に、イ．“アジアとつながる”について

です。 

 「アジアの中で存在感のあるくまもと」に

近づいているかどうかについては、そう思う

と回答した人が59.4％でした。４つの方向性

の中では最も低く、満足度、今後の方向性の

２点ともに低い結果となっております。 

 次に、４ページをごらんください。 

 ウの“安心を実現する”についてです。 

 本委員会に関係が深いところであります

が、「いつまでも楽しく、元気で、安心して

暮らせるくまもと」に近づいているかどうか

については、そう思うと回答した人が76.6％

でした。４つの取り組みの方向性の中では、

２番目に高い結果となっております。 

 “安心を実現する”は全部で21施策ありま

すが、まず、施策に対する満足度は、20％以

上40％未満の区分の割合が、他の方向性に比

べて高い結果となっております。反面、60％

以上の人が、もっと力を入れて取り組んでほ

しいという施策が、21施策中18施策と高い結

果となっており、雇用や医療、介護など、今

後の取り組みへの期待が大きくなっていま

す。 

 次に、エ．“百年の礎を築く”についてで

す。 

 「誇りを持ち、夢の実現に挑戦するくまも

と」に近づいているかどうかについては、そ

う思うと回答した人が77.8％でした。 

 百年の礎を築くは全部で24施策あります

が、満足度では、地下水を守り抜くや阿蘇の

草原・景観を引き継ぐが、いずれも４割を超

えております。ページ右側の施策の今後の方

向性では、夢を拡げるや学力を育むといった

教育分野が高い結果となっております。 

 次に、②戦略指標の動向です。 

 表の一番上の全体の欄ですが、77の戦略指

標のうち、指標が上向きが56、横ばいが４、

下向きが９となっております。また、10の指

標が、最終年度、平成27年度の目標値を既に

達成しているなど、おおむね順調に推移をし

ております。 

 次に、５ページをお開きください。 

 ここからが総括評価表の説明になります

が、４つの方向性ごとに、基本的に見開きで

評価をまとめております。 

 本日は、本委員会が所管する部分について

御説明をいたします。 

 その関係で少し飛びますが、９ページをお

願いいたします。 
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 ９ページの総括評価表Ⅲ、“安心を実現す

る”でございます。 

 ここでは、戦略６から10までの５つの戦略

に対して、それぞれ施策31から51までの21の

施策がぶら下がっております。 

 施策に対する満足度が高いのは、施策の31

のいつまでも元気で長生きできるや、施策

36、37の子育て関係などとなっております。

逆に満足度が低いのが、施策の38、39の若者

の雇用関係となっております。 

 後ほど各課から詳細に説明を本日いたしま

すのは、この表でいきますと、戦略６では、

施策33の介護関係、施策34の医療関係を、ま

た、戦略７では、施策36の子供、子育て関係

を、戦略８では、施策42、43の障害関係を後

ほど説明する予定にいたしております。 

 次に、10ページをごらんください。 

 ページの左側に戦略指標の動向を記載して

おります。 

 安心を実現するでは、28の指標を掲げてお

りますが、このうち24の指標が上向きと、お

おむね順調に取り組みは進んでおります。一

部、戦略７の２段目ですが、保育所入所待機

児童数など、指標の動向が低下したものもご

ざいます。 

 次に、ページ右側の主な成果、今後の課題

や方向性についてですが、まず、戦略６、長

寿を楽しむでは、主な成果として、白丸の１

つ目ですが、フッ化物洗口実施の保育所など

が着実に増加をしております。また、白丸の

３つ目、認知症サポーターが、人口比で４年

連続日本一になったことを上げております。 

 今後の課題や方向性としては、黒丸の１つ

目、医療、介護等が連携した在宅医療提供体

制の整備などに取り組むこととしておりま

す。 

 次に、戦略の７、子どもの育ちと若者のチ

ャレンジ応援では、主な成果として、白丸の

１つ目、保育所入所児童数が910人増加をい

たしております。今後の課題や方向性として

は、黒丸の２つ目、病児・病後児保育の増加

などに取り組むこととしております。 

 次に、戦略の８、障がいのある人が暮らし

やすい熊本では、主な成果ですが、白丸の３

つ目、３歳児健診等で発達障害に気づくため

のマニュアルを作成したことなどを上げてお

ります。 

 今後の課題や方向性としては、黒丸の２つ

目、グループホーム、ケアホームの整備促進

などに取り組むこととしております。 

 次に、戦略の９、人が人として互いに尊重

される安全安心な熊本では、主な成果です

が、白丸の４つ目、熊本広域大水害発生時に

おける感染症や食中毒の未然防止を上げてお

ります。 

 今後の課題や方向性としては、黒丸の４つ

目、関係機関との連携による新型インフルエ

ンザ等対策を上げております。 

 最後に、戦略10、災害に負けない熊本で

は、主な成果として、白丸の４つ目、災害派

遣福祉チーム、熊本ＤＣＡＴ創設などを上げ

ております。 

 今後の課題や方向性としては、黒丸の３つ

目、災害時要援護者避難支援計画(個別計画)

策定の市町村への働きかけなどに取り組むこ

ととしております。 

 次に、11ページをお願いいたします。 

 総括評価表Ⅳの“百年の礎を築く”でござ

います。 

 ここでは、戦略11から15までの施策体系を

まとめております。 

 このうち本委員会に関係する戦略15の施策

74について、後ほど関係各課から詳細に説明

をいたします。 

 それでは、12ページをお願いいたします。 

 右側の下のところになりますが、戦略15、

夢を叶える教育です。 

 主な成果としては、２つ目の白丸、生活保

護世帯を対象とした子供の学習、進学のため

の支援、ひとり親等に対する技能訓練などを
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上げております。 

 今後の課題や方向性としては、２つ目の黒

丸、引き続き生活保護世帯の中学３年生の進

学支援などに取り組むこととしております。 

 健康福祉政策課からの総括評価表に係る説

明は以上でございます。 

 

○渕上陽一委員長 引き続き、健康福祉部及

び病院局に係る個別の施策評価表について、

資料に従い、担当課長から説明をお願いいた

します。 

 

○古閑健康福祉政策課長 続きまして、別冊

の委員会説明資料のＡ４横の資料になります

が、(平成25年度政策評価〔施策評価〕関係)

をお願いいたします。 

 よろしいでしょうか。 

 まず、表紙の裏面をお開きいただきます。 

 目次になっておりますが、本日は、健康福

祉部に特に関係の深い６つの主な施策の評価

について御説明をいたします。 

 １ページをお願いいたします。 

 まず、今回の資料の見方について簡単に御

説明をいたします。 

 左上の取組みの方向性の欄ですが、これ

は、先ほど説明しました４つの取り組みの方

向性を記載しております。ちなみに、本委員

会は、資料の１ページから18ページまでは安

心を実現する、19ページ、20ページは百年の

礎を築くの２つの方向性について説明をいた

します。 

 次に、真ん中の戦略の欄ですが、これは、

全15の戦略のうち、本日は４つの戦略につい

て御説明をいたします。ちなみに、１ページ

から８ページまでは戦略６の長寿を楽しむに

なります。 

 右上欄の主な施策ですが、こちらは、全75

の主な施策のうち、本日は６つの主な施策に

ついて説明をいたします。ちなみに、目次の

６つの項目がこの主な施策となります。 

 それでは、１ページの中身に入りますが、

戦略６の②の介護が必要になっても安心して

暮らせるでございます。これは、大きく３つ

の取り組み内容から成っております。 

 １ページは、取組内容の欄にありますよう

に、県民総ヘルパー運動を進めるというもの

でございます。 

 まず、左側１、平成24年度の主な成果につ

いてです。 

 １段落目に所管課を記載しておりますが、

本日は、この所管課の記載に沿いまして、関

係課長から順次説明をさせていただきます。 

 それでは、上から２つ目の丸の部分です。 

 身近な行政区を単位に、見守り、声かけ等

に取り組む小地域ネットワーク活動の推進の

ために、アドバイザー派遣などの支援活動を

実施しております。 

 ３つ目では、新聞配達などの日ごろの業務

の中で見守り活動を行う熊本見守り応援隊に

ついて、現在、協定締結団体が12団体に増加

をしております。 

 ４つ目ですが、地域の縁がわづくりにつき

ましては、昨年、特に社会福祉法人に対し

て、地域貢献活動の一つとして働きかけを行

った結果、現在380カ所となっております。 

 次に、真ん中の２、平成25年度の推進方針

についてですが、地域の支え合いをさらに組

織化するために、引き続き、熊本見守り応援

隊の周知啓発や地域の縁がわのさらなる取り

組みを進めてまいります。 

 次に、３、今後の方向性についてです。 

 平成27年度までに組織的な小地域ネットワ

ーク活動が全市町村社協で実施されることを

目指して取り組みを進めてまいります。地域

の縁がわにつきましては、小学校区１カ所、

県内500カ所の設置を目指して取り組みを進

めてまいります。 

 健康福祉政策課は以上でございます。 

 よろしくお願いをいたします。 
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○中島高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 説明資料の２ページのほうをごらんくださ

い。 

 当課では、各地の老人クラブの老人クラブ

員が、ひとり暮らしの高齢者などを訪問いた

しまして話し相手となったりする友愛訪問活

動を行うシルバーヘルパーの養成を支援する

等によりまして、県民総ヘルパー運動を進め

ているところでございます。 

 一番左の列、平成24年度の主な成果といた

しましては、友愛訪問活動を行いますシルバ

ーヘルパーを1,353名、その指導を行うシル

バーヘルパー指導者を241名養成しておりま

す。 

 真ん中の列、平成25年度の推進方針・推進

状況につきましては、シルバーヘルパー活動

に市町村間でばらつきがあることから、活性

化に向けた取り組みを進める必要があるとい

うことで、県では、余り活発でない老人クラ

ブにアドバイザーを派遣したり、活動が活発

な老人クラブの活動を広く紹介、広報してい

くことによりまして、県内老人クラブ全体の

活性化を図ることといたしております。 

 一番右側の列、今後の方向性としまして

は、シルバーヘルパー活動を県民総ヘルパー

運動の一つとして守り立てていくため、引き

続き、県老人クラブ連合会と連携しながら、

シルバーヘルパーの養成や県下全域での友愛

訪問活動の充実に向けた取り組みを進めます

とともに、その活動を広く県民に周知しまし

て、意識啓発を進めてまいりたいと考えてお

ります。 

 高齢者支援課は以上でございます。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 ３ページをお願いいたします。 

 取り組みの２つ目であります認知症サポー

ターの活動拡大について御説明いたします。 

 24年度の主な成果としましては、１つ目の

丸のとおり、県民への普及啓発の一環として

認知症サポーターの養成に取り組み、サポー

ター数が人口比で４年連続日本一を達成いた

しました。また、養成するだけではなく、サ

ポーターに認知症の方々の支え手として活動

していただくため、２つ目にありますよう

に、各種の支援を行いました結果、サポータ

ーの活動が活性化している市町村数が27に増

加いたしました。 

 25年度の推進方針・推進状況につきまして

は、１つ目、２つ目のとおり、サポーターの

養成とその活動活性化に引き続き取り組んで

まいります。 

 今後の方向性といたしましては、全県的な

サポーター養成率の向上とともに、その活動

が全市町村で活発に展開されるよう取り組ん

でまいります。 

 以上でございます。 

 

○中島高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 資料の４ページのほうをお願いいたしま

す。 

 取り組み内容、高齢者ができるだけ住み慣

れた地域で生活できるよう、地域密着型の介

護サービス基盤の整備を引き続き進めますに

つきまして御説明いたします。 

 平成24年度の主な成果としましては、施

設・居住系820人分の整備を行い、このうち

地域密着型は、特養348、認知症高齢者グル

ープホーム128、小規模多機能型居宅介護事

業所100人など、603人分の整備を行い、第５

期の計画の目標に対する進捗率は全体で35

％、地域密着型は33％となりました。 

 また、これらの施設等の整備を支える取り

組みとしまして、施設開設準備経費の助成で

ありますとか、ユニットケア推進のための研

修会を実施しております。 

 さらに、地域密着型サービス普及のための
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取り組みといたしまして、開設支援のための

研修会の実施や相談窓口の開設により、６事

業所の開設につながっております。 

 次に、平成25年度の推進方針・推進状況に

つきましては、引き続き、全体で838人分、

このうち地域密着型は、特養58、認知症高齢

者グループホーム117、小規模多機能型居宅

介護事業所524など、699人分の整備を進める

ことといたしております。 

 また、引き続き、昨年度と同様、施設等の

整備を支える取り組みとしまして、施設開設

準備経費の助成でありますとか、開設支援の

ための研修会などを実施することとしており

ます。 

 今後の方向性でございますが、市町村への

助言、指導を行いまして、第５期計画に基づ

く施設・居住系のサービス等の整備目標でご

ざいます2,312人分、このうち地域密着型に

つきましては、1,837人分の整備を着実に進

めるとともに、施設等の整備を支える取り組

みといたしまして、引き続き、ユニットケア

の研修でありますとか、開設支援のための研

修を実施してまいります。 

 高齢者支援課は以上でございます。 

 

○三角医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 説明資料の５ページをお願いいたします。 

 戦略６の②の病気になっても安心して暮ら

せるの施策に移ります。 

 この施策は、２つの取り組み内容から成っ

ていますが、まず、１つ目の取り組みである

訪問看護・在宅医療関係について、関係課か

ら順次御説明いたします。 

 まず初めに、医療政策課関係の取り組みに

ついて御説明いたします。 

 １、平成24年度の主な成果についてでござ

います。 

 まず１つ目ですが、医療資源の確保が難し

い阿蘇、芦北、球磨、天草圏域の訪問看護ス

テーションに対して支援を行いました結果、

訪問看護師及び事務員の確保に結びつけるこ

とができました。また、訪問車を購入した10

カ所の訪問看護ステーションでは、利用者数

及び遠隔地への訪問件数が増加しておりま

す。 

 ２つ目でございますが、在宅医療を推進す

るため、医療、介護、福祉の代表者から成る

熊本県在宅医療連携体制検討協議会を設置い

たしまして、在宅医療の課題や今後の進め方

についての検討を行ったところでございま

す。 

 また、２月に在宅医療に係る医療介護福祉

連携検討会を開催いたしました。これは、地

域における医療、介護、福祉のリーダーの方

を対象とした研修会でございますが、県下各

地から約200人の参加をいただき、グループ

ワークにより、地域ごとの在宅医療の課題等

について検討を行いました。 

 次に、２の平成25年度の推進方針・推進状

況についてでございます。 

 昨年度末から本年５月にかけ、県内11の医

療圏ごとに、各郡市医師会等に対しまして在

宅医療の進め方について説明を行うととも

に、協力を要請いたしました。 

 ２つ目でございますが、昨年度設置いたし

ました熊本県在宅医療連携体制検討協議会に

おいて全県的な検討を継続するとともに、保

健所単位で地域会議を開催し、各地域の現

状、課題等について把握、検討を行い、地域

の実情に応じた在宅医療連携体制の構築に取

り組んでいくこととしております。 

 また、訪問看護に関しましては、その担い

手である訪問看護師の確保と質の向上に努め

るとともに、訪問看護ステーションの運営体

制の強化や訪問看護に関する普及啓発の推進

に取り組むこととしております。 

 次に、３、今後の方向性についてですが、

引き続き訪問看護師の確保に努めるととも

に、各圏域で在宅医療の連携について関係者

 - 7 -



第４回 熊本県議会 厚生常任委員会会議記録（平成25年８月19日) 

で検討を行いながら、地域の実情に応じた在

宅医療提供体制の整備に取り組んでまいりま

す。 

 医療政策課は以上でございます。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 ６ページをごらんください。 

 訪問看護の提供体制整備について、強化の

取り組みを御説明いたします。 

 24年度の主な成果としましては、１つ目の

丸のとおり、訪問看護ステーションの運営を

支援し、多くの相談に対応いたしました。 

 ２つ目でございますが、訪問看護に携わる

人材を育成するため、子育て等で仕事を離れ

ている、いわゆる潜在看護師の方を対象とし

た訪問看護師養成研修等を行いました。 

 25年度の推進方針・推進状況については、

１つ目の丸のとおり、これまでの取り組みを

継続しますとともに、２つ目にありますとお

り、条件不利地域における訪問看護ステーシ

ョンの立ち上げ支援等にも新たに取り組んで

いるところでございます。 

 今後の方向性としましては、訪問看護を県

内全域で利用できる体制を整備しますととも

に、高齢者1,000人当たりの訪問看護利用人

数が実績値の1.5倍に当たる16.3人となるよ

う取り組みに力を入れてまいります。 

 以上でございます。 

 

○三角医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 説明資料の７ページをお願いいたします。 

 戦略６の②の病気になっても安心して暮ら

せるの２つ目の取り組み、地域医療を支える

医師や看護師などの確保対策について御説明

いたします。 

 まず、１、平成24年度の主な成果でござい

ますが、主なものについて御説明いたしま

す。 

 １つ目でございます。地域における医師不

足の緩和を図るため、①から③に記載してお

りますとおり、熊本大学医学部附属病院に設

置しております寄附講座から地域の医療機関

へ医師の派遣を行ったところでございます。 

 次に、２つ目でございますが、将来本県で

地域医療に従事する人材を確保するため、熊

本大学医学部の学生25人に医師修学資金を貸

与いたしました。 

 １つ飛びまして、４つ目でございますが、

熊本県へき地医療支援機構の調整によりまし

て、社会医療法人等の医療機関８カ所から僻

地診療所11カ所へ定期的に医師派遣を行い、

僻地の医療サービスを確保いたしました。 

 次に、５つ目と６つ目の丸でございます

が、看護職員の確保についてでございます。

看護協会や医師会など関係機関と共同しなが

ら各種確保対策に取り組んだ結果、平成24年

末の看護職員就業者数は、平成22年末と比較

して1,500人余の増加となっております。 

 また、８ページまでまたがりますが、看護

師等医療従事者の雇用の質の向上を図るた

め、熊本労働局と共催で、医療機関の管理者

等を対象とした研修会を開催いたしました。 

 次に、２の平成25年度の推進方針・推進状

況について御説明いたします。 

 医師確保につきましては、寄附講座からの

医師派遣や医師修学資金貸与事業など、本年

度も、第６次熊本県保健医療計画等に基づ

き、取り組みを進めてまいります。 

 次に、看護職員の確保についてでございま

すが、看護職員の確保、定着に向け、キャリ

アアップ支援、魅力ある職場づくりの推進、

就労支援の充実の３つを柱に、各キャリアの

ステージに応じ、体系的に事業を展開してい

くこととしております。 

 また、就業環境の改善を図るため、労働局

等と連携し、引き続き看護職員の雇用の質の

向上に取り組んでまいります。 

 次に、３、今後の方向性についてでござい
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ますが、県内自治体病院の常勤医師数や自治

医科大学卒業医師の県内定着率を指標としな

がら、医師確保や定着率の向上に取り組んで

まいります。 

 また、看護職員につきましては、就業環境

の改善、院内研修体制の整備等に取り組み、

県内看護師等学校養成所新卒者の県内定着率

の向上や看護職員の離職防止及び再就業者数

の増加が図られるよう、引き続き取り組みを

進めてまいります。 

 以上でございます。 

 

○中園子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 ９ページをお願いいたします。 

 戦略７の①の主な施策であります子育てを

地域でサポートにつきましては、４つの取り

組み内容から成っておりますので、関係課か

ら順に御説明いたします。 

 まず、１つ目の取り組み内容は、保育所入

所待機児童の関係でございます。 

 左側の欄、24年度の成果ですが、保育所の

施設整備や家庭的保育事業などによりまし

て、１年間で入所児童数910人分をふやしま

した。内訳につきましては、下にありますよ

うに、施設整備などで645人分、定員の弾力

化などで265人分でございます。 

 真ん中の欄、25年度の推進方針ですが、安

心こども基金を最大限活用しまして、引き続

き、施設整備や家庭的保育事業を中心に、市

町村を支援していくこととしております。 

 また、２つ目の丸ですが、６月補正でお願

いしました保育士の人材確保にも重点的に取

り組みたいと考えております。具体的には、

資料にあります３事業でございます。 

 右側の欄、今後の方向性ですが、27年度ま

でに待機児童の解消を目指します。 

 続きまして、10ページをお願いいたしま

す。 

 ２つ目は、放課後児童クラブの関係でござ

います。 

 24年度の成果は４点掲げております。 

 １点目の市町村職員対象の説明会につきま

しては、本県独自のガイドラインの理解を進

めるために実施したものでございます。２点

目は、クラブ指導員の研修による資質の向

上、３点目は、クラブの実施箇所を10カ所ふ

やしたことや施設整備を５カ所実施したこ

と、それから事業の実施市町村が40となって

年度目標を達成したことを書いております。

４点目は、クラブを実施していない５町村、

済みません、資料には市町村としております

が、市は全て実施しておりますので、５町村

でございます。そのうち４町村について、教

育委員会の放課後子ども教室を実施して、居

場所づくりにつなげました。 

 25年度の推進方針も４点掲げております。 

 １点目、２点目は、昨年度と同様ですが、

３点目の安全管理マニュアルの手引作成と４

点目の指導員研修の拡充に新しく取り組みま

す。 

 今後の方向性ですが、実施市町村数をふや

しますとともに、質の向上と放課後子ども教

室との連携をさらに進めたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○藤本子ども家庭福祉課長 子ども家庭福祉

課でございます。 

 資料の11ページをお願いいたします。 

 取り組み内容は、児童養護や里親関係に関

するものです。 

 １の24年度の主な成果につきましては、非

常勤の里親委託等推進員を中央児童相談所に

加えて八代児童相談所に配置し、相談対応等

を充実させました。また、４つの児童養護施

設等に里親支援専門相談員を配置するととも

に、県庁、児童相談所、施設、里親による定

例会を発足させ、関係機関の連携を強化しま

した。このような取り組みにより、里親登録
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数は18世帯増、また、ファミリーホームも新

設されるなどの成果がありました。 

 ２の平成25年度の方針、状況につきまして

は、まず、最初の項目ですが、里親の新規開

拓の取り組みとして、里親制度説明会を各地

域振興局単位で開催すること、また、児童養

護施設等に配置している里親支援専門相談員

について、さらに３施設に新たに配置して、

計７名として里親支援を強化しております。

そして、３つ目の丸ですが、国の方針に沿っ

て、児童養護施設等において、施設の小規模

化を進めるための家庭的養護推進計画の策定

を進めることとしております。 

 ３の今後の方向性につきましては、まず、

里親登録者数が平成26年度までに68世帯とな

るよう取り組んでまいります。また、家庭的

養護を推進するため、各児童養護施設等の計

画を踏まえ、平成26年度中に県の推進計画を

策定することとしております。 

 以上です。 

 

○中園子ども未来課長 12ページをお願いい

たします。 

 ４つ目は、各種イベント開催時の託児機能

整備の関係でございます。 

 24年度の成果ですが、まず、託児サービス

の予算を子ども未来課で確保しまして、必要

な部署に費用を提供して、県実施のイベント

については環境を整えました。あわせまし

て、県庁内の意識啓発を図り、25年度以降の

各部署での予算確保などを呼びかけました。 

 25年度の推進方針ですが、１点目は、主な

県の施設について、託児スペースなどの状況

調査をしました。その中で、グランメッセだ

けがありませんでしたが、25年度中に検討い

ただくということでございます。２点目は、

これから市町村の施設についても調査をしま

して、整備を促すこととしております。 

 今後の方向性ですが、ソフト、ハード両面

からの取り組みを民間などにも促したいと考

えております。 

 子育て環境の施策については以上でござい

ます。 

 

○松永障がい者支援課長 13ページをお願い

いたします。 

 戦略８の①の主な施策、地域での暮らしを

支える ～障がい者と家族が安心して暮らせ

る地域づくり～について御説明いたします。 

 まず、１つ目の取り組み内容の地域で支え

合い、安心して暮らせるグループホームなど

をふやすため、支援を拡充しますについて御

説明いたします。 

 施設入所から地域生活への移行を促進する

ための受け皿として、県では、グループホー

ム、ケアホームの整備に力を入れているとこ

ろです。 

 平成24年度の主な成果としまして、グルー

プホーム等の創設10件、改修14件への補助に

より、66人分の定員増につながっておりま

す。 

 また、アパートを借り上げてグループホー

ム等を始める際の敷金、礼金の補助によるグ

ループホーム等の開設が13件あり、60人分の

定員増につながっております。 

 グループホーム、ケアホームの定員数は、

平成24年４月１日の1,942人から25年４月１

日には2,118人へと176人分増加をしておりま

す。 

 25年度の推進方針・推進状況としまして

は、25年度は、創設分で９件、借り上げ分に

つきましては、基金事業が平成24年度で終了

したことから、県単独により支援をしていく

こととしております。 

 今後の方向性としては、地域生活への移行

を促進するため、グループホーム、ケアホー

ムのさらなる整備を進めることとしておりま

す。 

 続きまして、14ページをごらんください。 

 ２つ目の取り組み内容の、いつでも必要な
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ときに相談を受け、支援を行う24時間安心サ

ポートセンターの設置について御説明をいた

します。 

 平成24年度の主な成果では、基金事業とし

て障害者を地域で支える体制づくりモデル事

業による24時間相談事業を小国町で、また、

地域支え合い体制づくり支援事業による24時

間相談事業を山鹿市で実施をいたしました。 

 25年度の推進方針・推進状況としまして

は、基金事業が24年度で終了したため、24年

度に実施しましたモデル事業の取り組みの成

果及び必要性の整理、検証を行うこととして

おります。 

 また、３つ目になりますが、市町村が独自

に行っております24時間相談事業の取り組み

状況及びニーズの把握を行うこととしており

ます。 

 今後の方向性としましては、どのような方

式でありましても、障害者の方が24時間安心

して暮らせるような相談支援体制の整備を進

めていくこととしております。 

 次に、15ページをごらんください。 

 ３つ目の取り組み内容は、レスパイトケア

の充実についてであります。 

 平成24年度の主な成果として、日中一時支

援事業を県内40市町村で実施し、家族の負担

軽減につながっております。また、短期入所

事業所の改修についても３件に補助を行い、

短期入所サービスの質の向上につながったと

ころです。 

 平成25年度の推進方針・推進状況としまし

て、引き続き日中一時支援事業の支援を行う

とともに、平成25年度からは、たん吸引や経

管栄養など医療的ケアが必要な重度障害児

(者)の介護者のレスパイトケアを支援してま

いります。 

 今後の方向性としましては、引き続きレス

パイトケア支援事業の拡充を図ってまいりま

す。 

 次に、16ページをごらんください。 

 ４つ目の取り組み内容の重症心身障害児

(者)に対する医療、保健、福祉、教育などの

関係機関と連携した支援体制の整備について

御説明いたします。 

 平成24年度の主な成果として、ＮＩＣＵ長

期入院児22人について、ＮＩＣＵ入院児支援

コーディネーターの支援により、うち19人が

在宅等へ移行しております。 

 25年度の推進方針・推進状況として、医療

従事者や施設職員を対象としたセミナーの開

催や熊本市民病院や福田病院など４つの周産

期母子医療センター、また、一定の入院医療

を提供できる13カ所の小児の基幹病院、ま

た、施設などによります関連施設会議の開催

を通しまして、関係機関の医療的ケアの質の

向上や連携の強化を支援することとしており

ます。 

 今後の方向性としまして、引き続き、重症

心身障害児(者)がライフステージに沿って必

要となる医療、保健、福祉、教育の各サービ

スを利用できるような支援体制の確立を目指

すこととしております。 

 次に、17ページをごらんください。 

 戦略８の①の発達障がい児(者)を支援する

について、関係課より順に御説明をいたしま

す。 

 まず、障がい者支援課分になりますが、平

成24年度の主な成果として、発達障害者支援

に係る課題の整理を行い、今後の施策の方向

性を明確にし、医療、保健、福祉、教育関係

者の間で、これらについての共通認識を持つ

ことができました。 

 平成25年度の推進方針・推進状況としまし

て、八代市内に県南部発達障がい者支援セン

ターを10月１日に新設することとしておりま

す。また、こども総合療育センターの小児科

医を３名から５名に増員することによりまし

て、受診待機期間の縮減を図ることとしてお

ります。 

 今後の方向性として、県の関係部署や外部

 - 11 -



第４回 熊本県議会 厚生常任委員会会議記録（平成25年８月19日) 

の関係機関と連携を図り、発達障害者支援に

ついて総合的な支援体制の構築を図ることと

しております。 

 障がい者支援課の説明は以上です。 

 

○中園子ども未来課長 下の段は、子ども未

来課で担当しております早期発見、早期支援

の関係でございます。 

 24年度の成果ですが、市町村で実施します

１歳６カ月児と３歳児健診で発達障害に気づ

くための問診票モデルと保健師用のマニュア

ルを作成しまして、健診内容の市町村間のば

らつきをなくすことと保健師のスキルアップ

につなげました。また、保護者の理解を進め

るため、受診率が一番高い３～４カ月児健診

で配布するリーフレットを作成しました。 

 25年度は、保育士や幼稚園教諭用のマニュ

アルをつくりますが、あわせて、24年度に作

成しました保健師用マニュアルをもとに、各

地で保健師の研修会を実施いたします。 

 今後の方向性ですが、まずは本年度作成す

る保育士用マニュアルを周知しますととも

に、引き続き市町村の乳幼児健診を支援して

いきたいと考えております。 

 子ども未来課は以上でございます。 

 

○林田総務経営課長 病院局でございます。 

 18ページをお願いいたします。 

 まず、24年度の主な成果でございます。 

 昨年４月、こころの思春期外来を開設し、

延べ224人を診察し、発達障害児(者)を含む

思春期医療に取り組んだところでございま

す。 

 24年度の開設当初の週１回午後の診療から

週２回の午後に増加しており、25年度は、24

年度と比べ、月平均で約2.4倍の患者数とな

っております。今後、時間拡大など、さらに

診療体制の充実を図りたいと考えておりま

す。 

 今後の方向性でございますが、こころの思

春期外来の充実に引き続き努めるとともに、

本年３月策定いたしました第２次中期経営計

画に基づく29年度の児童・思春期入院施設の

開設に向けて準備を進めることとしておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○青木社会福祉課長 資料19ページをごらん

ください。 

 戦略15、①の主な施策、貧困の連鎖を教育

で断つについては、２つの取り組み内容から

成っております。 

 １つ目の取り組み内容、家庭の事情などで

塾に通いたくても通えない子供たちに学びの

場を提供するため、地域の寺小屋(仮称)を進

めますについて御説明しますが、この取り組

み内容の趣旨は、家庭の事情などで教育に恵

まれない子供たちのために、地域での学習の

機会をふやしていくということでございま

す。 

 それでは、関係課から順に御説明いたしま

す。 

 まず、社会福祉課でございます。 

 左の欄でございますが、１、平成24年度の

主な成果でございます。生活保護世帯の子供

たちが学習習慣、生活習慣を身につけるため

の支援を県内20カ所で実施し、小学１年生か

ら高校１年生までの76人が参加しました。う

ち、進学を希望する中学３年生22人全員が高

校に進学しました。 

 真ん中の欄、２、平成25年度の推進方針・

推進状況につきましては、福祉事務所から対

象の家庭、生活保護受給家庭への働きかけを

さらに強化し、参加を促すとともに、地域の

状況に応じて学習教室をふやし、利便性の向

上等を図ることとしております。 

 右側の欄、３、今後の方向性につきまして

は、対象者を100人とし、進学希望の中学３

年生全員が引き続き進学できるようにすると

ともに、高校生の中退をできるだけ少なくす
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るとしております。 

 貧困の連鎖を教育で断つという観点から、

生活保護受給家庭にいるできるだけ多くの子

供たちに、できるだけ小さいころからこの事

業による支援を受けてほしいと考えており、

今後ともそのための努力を続けていきたいと

考えております。 

 以上でございます。 

 

○藤本子ども家庭福祉課長 下段になりま

す、主にひとり親家庭の子供を対象とした施

策です。 

 最初の１の24年度の主な成果ですけれど

も、学びの場と教える人、学びたい子供とを

つなぐ地域の学習教室事業では、学びの場に

11カ所、学習支援員に退職教諭等３名が登録

し、マッチングができた３教室が開所となり

ました。 

 ２の25年度の方針、状況につきましては、

開所数40カ所を目指して、さらに周知広報に

努めるなどの取り組みを行うこととしており

ます。 

 ３の今後の方向性につきましては、この事

業は基金事業ですので、事業終了後も、民間

による自主的な取り組みとして引き継がれて

いくよう、各種調整を並行して進めてまいり

ます。 

 次に、20ページをお願いいたします。 

 取り組み内容は、ひとり親家庭などへの就

業支援、教育支援等に関するものです。 

 １の平成24年度の主な成果につきまして

は、まず、ひとり親家庭の親の在宅就労を進

めるために、県内５カ所で95名の技能訓練を

実施しました。 

 また、教育支援については、ひとり親家庭

に対して受講料の割引等を行う学習塾を募

り、45カ所で子供たち約480人が利用しまし

た。 

 ３つ目の丸ですが、ひとり親家庭の方々か

らの要望を受けて、県の母子会に委託してお

ります母子家庭等就業・自立支援センターに

日曜相談窓口を開設、さらに、４つ目の丸で

すが、ひとり親家庭等応援隊に70団体、約60

0人が参加し、相談を受けたり情報提供を行

うなど、ひとり親家庭に対する理解の促進等

につながりました。 

 ２の平成25年度の方針、状況につきまして

は、まず、技能訓練については、参加者95名

について実際の就業に向けての支援を行うこ

とと新たに60名の技能訓練に着手すること、

また、ひとり親家庭応援の塾事業について

は、登録する塾、利用する子供がさらにふえ

ていくよう取り組みを進めること、ひとり親

家庭等応援隊につきましては、隊員へのサポ

ート情報を発信するとともに、隊員数増加に

向けた取り組みを進めることとしておりま

す。 

 ３の今後の方向性につきましては、まず、

１つ目の丸ですが、技能訓練を受けている95

名の方々の就労継続に向け、事業終了後も継

続的にフォローしてまいります。 

 また、ひとり親家庭応援の塾と応援隊の事

業につきましては、この事業も基金事業にな

りますので、事業終了後も、民間による自主

的な取り組みとして引き継がれていくよう、

各種調整を並行して進めてまいります。 

 以上です。 

 

○渕上陽一委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑はありませんか。 

 

○小杉直委員 １ページ、健康福祉政策課長

かな。この熊本見守り応援隊というのは、こ

れは熊本市内も含めとっとですか、郡部だ

け。 

 

○古閑健康福祉政策課長 熊本市も含めてお

ります。 
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○小杉直委員 周知啓発等に力を入れる必要

があるというふうに説明がありましたが、現

状はどの程度ですかな、大体アバウト的に。 

 

○古閑健康福祉政策課長 なかなかちょっと

数値的には具体的に持ち合わせておりません

が、基本的に新聞配達とか郵便配達、あと、

九電さんのいわゆる電気メーターとかガスの

メーターあたりの検査に行かれた際に発効す

るというような制度でございまして、一般の

方にどの程度今周知になっているかどうかは

わかりませんけれども、各関係機関では、全

ての職員の方にその周知の徹底を図られてい

るというふうに感じております。 

 

○小杉直委員 まあ、せっかくですけん、子

ども見守りパトロール隊というのは、熊本市

内含めて県内全域でかなり広がってその効果

の出とるわけですが、熊本見守り応援隊とい

うのもできるだけ宣伝されて、県民とか関係

者の皆さんに周知ができるようにしたほうが

得策じゃなかろうかと思うんですが、関連し

て、社会福祉協議会とか民生委員さんたちと

のこの連携というのは、この見守り応援隊と

いうのはどういうふうになっておりますか

な。 

 

○古閑健康福祉政策課長 毎年２回ほど実際

の模擬訓練というのをさせていただいており

ます。この県社協、いわゆる市町村社協、あ

と、民生委員の協議会、あと、警察のほうに

も入っていただいて、訓練を大体県内２カ所

程度で実施をさせていただいております。 

 

○小杉直委員 私は、社会福祉協議会の会合

とか、民生委員さんたちの意見交換とか、い

ろいろ行きますけれども、熊本見守り応援隊

というのができておって、それとの連携を今

後強めていきますよというふうな話は、私の

勉強不足で聞いていないような気がしますの

で、せっかくこのような制度をつくるなら

ば、今後とも大いに推進をしていただきたい

というふうに要望しておきますね。 

 以上です。 

 

○渕上陽一委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○平野みどり委員 障害者関係のでちょっと

伺います。 

 14ページの障害者相談事業で、24時間とい

うことなんですけれども、これは、24時間の

対応というのは、職員さんが専用の電話番号

の携帯を持って、そして対応するというよう

なことなんでしょうか。そして、何かあった

ら24時間動くということでの理解でよろしい

んでしょうか。 

 

○松永障がい者支援課長 まず、24年度に実

施いたしました小国町と山鹿市におきまして

は、それぞれ施設のほうに業務委託をしてご

ざいます。施設のほうで携帯電話を持って対

応なさっているというふうに伺っておりま

す。 

 

○平野みどり委員 24時間は相当大変ですよ

ね。いろんな状況でさまざまな機関との連携

をとらないといけない、命にかかわるような

ことももちろん含めてあるでしょうし、そこ

ら辺できちんと委託された側の施設が――甲

斐先生がおられるので、御専門でしょうけれ

ども、十分人員を確保して――通常の業務も

含めてやってこれがあるわけでしょうから、

動ける体制の予算を確保されているのか、そ

こら辺、ちょっと伺いたいんですけれども。 

 

○松永障がい者支援課長 24年度は、先ほど

も説明いたしましたが、基金事業として行い

ましたので、それぞれ400万から500万ぐらい
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の委託事業でなされておりますが、基金事業

がもう24年度で終わりましたので、今年度

は、残念ながらこのモデル事業はできており

ません、予算の確保ができませんでしたの

で。今年度につきましては、去年のモデル事

業の検証を行うということと、ほかにも、24

時間の相談事業等はほかの事業の中でもやっ

ておりますので、ほかの事業による、そうい

う24時間相談事業の実施状況の把握と分析等

をやっていきたいというふうに今年度は思っ

ております。 

 

○平野みどり委員 わかりました。相談支援

機関の方たちからも、もう仕事はたくさんあ

るけれども、本当にやりくりして、ある意

味、ボランティア的なところで相談事業とか

をやっているというふうなお話も伺うので、

それをしっかりと行政のほうで支えていく仕

組み、あるいは今後の予算確保――基金事業

終わったということですので、必要性はもう

皆さん認められていることだろうと思うの

で、ぜひ今後ともしっかりと声を上げていか

ないといけないかなというふうに思っていま

す。 

 引き続きよろしいですか、障害者関係。 

 

○渕上陽一委員長 はい。 

 

○平野みどり委員 重度障害児保護者のレス

パイトケア支援事業ですよね、これは大体、

日中ケアの事業もそうですけれども、大体一

つの家庭で何回ぐらい利用できるかと。9,50

0人分確保とか、いろいろ書いてありますけ

れども、具体的にその御家族がどれくらい利

用できるのかというところをちょっと教えて

ください。 

 

○松永障がい者支援課長 実際には、その利

用制限はつけておりません。 

 

○平野みどり委員 じゃあ、必要というふう

に判断された場合はつけられるということな

んですね。ということは、これは、例えば放

課後、重度の放課後児童クラブとか、なかな

か行けないわけですから、障害を持っている

子供たちが、放課後はこの日中一時支援とい

うことで預かってもらって、保護者が仕事が

終わるまでそこで過ごすというような理解で

よろしいんですね。ということは、毎日も使

えますよということでいいんですね。 

 

○松永障がい者支援課長 はい。 

 

○平野みどり委員 わかりました。案外こ

れ、相談支援機関が入れば御存じだと思うん

ですけれども、学校の先生もよく知らなかっ

たりするので、そこら辺をしっかりと、そう

いう子供がいる学校あたりにも周知していっ

ていただきたいなというふうに思います。 

 それと、続けて障害関係なんですけれど

も、こども総合療育センター等で小児科医を

３名から５名に増員するというふうに平成25

年度書いてあります。２人ふえられるので、

相談をしたいというケースでの待ち時間とい

うのは短縮されるというふうに期待するんで

すけれども、本当に何週間も何カ月もという

ふうな話も聞きますけれども、大体、相談し

たいと思って、きちんと相談していただける

期間というのは、どれくらい今現状がそう

で、今後はどうしたいというふうに思ってい

らっしゃるんでしょうか。 

 

○松永障がい者支援課長 これまでが大体３

～４カ月ぐらいかかるというふうに言われて

おりました。それが、最近は４～５カ月ぐら

いかかっていたというふうになっています。

今回、常勤１名と嘱託１名増員していただい

たことで、今のところ通常ペースの３～４カ

月ぐらいに今若干短縮をしているというふう

に聞いております。 
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 今後、もっと待機期間は短くはなっていく

と思っております。 

 

○平野みどり委員 御家族にとっては、もう

切実な問題ですよね。これはどこの市町村の

保護者の方たちも皆さんおっしゃって、何と

か短縮して、すぐに相談したいという状況に

応えてもらえないんだろうかというふうな声

を聞きますので、何カ月ということ自体が信

じられないんですけれども、せめて数週間ぐ

らいで相談を受けられる体制ができるよう

に、そしてその相談もしっかりといろんなこ

とを聞いていかないといけないので、だから

こそ時間もかかるんでしょうけれども、一つ

のケースに対しても丁寧に聞いていただくよ

うにお願いします。 

 それと、この南部発達障がい者支援センタ

ー、氷川学園さんだったですかね、今回。今

回南部でできたということで、大津のほうと

の連携もしながらやっていかれると思うんで

すけれども、特に、この南部につくったこの

発達障がい者支援センターで、これまでのこ

とも踏まえて、こうやっていこうというよう

な方針等とかありましたら聞かせてくださ

い。 

 

○松永障がい者支援課長 発達障がい者支援

センターの相談につきましても、相談件数が

今北部のわっふるの方に非常に集中していま

して、それもすぐ相談が対応できないような

状況にございますので、２カ所に分散するこ

とで、そういう待機期間のまず短縮にはつな

がるかと思っております。 

 それから、県南のほうは、なかなか範囲が

広うございまして、これまで十分学校現場と

か、そういうところとの連携も十分とれてお

りませんでしたので、県南センターのほうか

ら人吉、芦北、また、天草のほうまでカバー

することで、そういうところとの関係機関と

の連携も進むというふうに思っております。 

 

○平野みどり委員 わかりました。まだまだ

２カ所でも足りないぐらいだろうと思うんで

すけれども、相談支援事業所も含めていろん

なところが相談に当たっていくという形で、

この待ち時間というか、すごく御家族も悩ま

れる期間になると思うので、できるだけ早い

対応をしていっていただけるようにお願いし

ます。 

 もう１つ、最後、いいですか。 

 

○渕上陽一委員長 はい。 

 

○平野みどり委員 この貧困の連鎖を断つと

いう、これは障害関係ではないですが、塾に

通いたくても通えない子供たちということ

で、生活保護世帯の子供たち、学習習慣をつ

ける、生活習慣をつけるということはとても

いいことだと思うんですが、下の子ども家庭

福祉課の学びの場と教える人云々の学習教室

では、退職教諭というふうになっていますけ

れども、学習支援員にですね。この生活保護

世帯の子供たちに対応する人たちというのは

どういう人たちなんでしょうか。 

 

○青木社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。 

 この事業は、県が主体となりまして、事業

は委託して行っております。委託先がＮＰＯ

と社会福祉法人と学校法人の共同体でござい

ます。それで、この学習支援あるいは生活習

慣の支援を行う方々は、それらの共同体を構

成する社会福祉法人なり、学校法人なりの例

えば学習ボランティアの方、これは、熊本大

学生の教育学部の方々とか、あるいは一般ボ

ランティアの方、さらには、この社会福祉法

人等にいらっしゃる、学校法人等にいらっし

ゃる学習支援員、この方々が、それぞれの場

所について支援を行っているという実態でご

ざいます。 
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○平野みどり委員 ということは、共同体の

中にそれぞれ専門性を持った人がいて、生活

習慣だとか、ソーシャルワーク的な部分と

か、学習指導とか、それぞれやっているとい

う形ですね。 

 

○青木社会福祉課長 さようでございます。

学習支援員の中にも、もちろん職員がついた

り、ボランティアの中で退職された先生方が

来られてという実態がございます。 

 

○平野みどり委員 わかりました。平成24年

度は22人全員合格となっていますが、この中

で既に中退した方とかというのはいるんでし

ょうか。把握されているんでしょうか。 

 

○青木社会福祉課長 現時点では、まだ把握

しておりません。 

 

○平野みどり委員 そうですか。ということ

は、高校は、ほぼ100％近く皆さん進学され

るので、その後の中退にならないように、そ

こが大事だろうというふうに。今後の方向性

のところにも書いてありますけれども。 

 とりあえず以上です。 

 

○渕上陽一委員長 ほかに質疑ありません

か。 

 

○重村栄委員 幾つかちょっと質問させてく

ださい。 

 まず、評価の総括表の中で県民アンケート

のところがありますけれども、この県民アン

ケート1,500人を対象に実施されたというこ

とですが、この1,500名の内訳というか、ど

うなっているか、どんな形でその抽出をされ

たのか、年齢分布、それから地域分布、男女

比率、そういったものをちょっとわかれば教

えてください。 

 

○古閑健康福祉政策課長 県内在住の満20歳

以上の男女1,500人ということで、抽出は無

作為になっております。郵送によってアンケ

ートを送付しまして、計画等を同封しまし

て、それに対してのアンケートを返信いただ

くというようなやり方でございまして、済み

ません、細かい地域とかいうところまで、ち

ょっと持ち合わせございません。申しわけご

ざいません。 

 

○重村栄委員 後でそれ、くれますか、回収

率とか含めて。 

 

○古閑健康福祉政策課長 回収率は45％とい

うふうに。 

 

○重村栄委員 その辺の分布というか、小さ

いことですが、お願いします。 

 それから、続けていいですか。 

 

○渕上陽一委員長 はい、重村委員。 

 

○重村栄委員 看護師さんのところ、７ペー

ジ。卒業者の定着率を55.9％に増加するよう

に取り組んでいくということが今後の方向性

の中に出ていますけれども、今現状どのくら

いの定着率なのかなというのが、ちょっと１

つ知りたいんです。 

 それと、もう１つ、離職率を8.1％以下と

いうことにしたいという、これも今どのくら

いの率あるのかなというのをちょっと知りた

いんですが。それとともに、この２つの目標

数字を掲げてありますけれども、具体的にど

ういう方策をされてこういう目標設定にしよ

うという、その具体的な施策というか、それ

はどういうのを考えていらっしゃるのかなと

いうのをお聞かせいただきたいと思います。 

 

○三角医療政策課長 まず、卒業者の定着率
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でございますけれども、これについては52％

というのが現状でございます。 

 それから、離職率は、ほぼ変更がございま

せん。数字はちょっと改めて確認させていた

だきます。 

 この定着率につきましては、基本的には年

間0.8％程度の増加を見込んで、これは第７

次の看護職員の需給見通し、こういったもの

を参考にしながら出したところでございま

す。 

 それから、離職率につきましても、同じく

看護職員の需給見通しを参考に設定したとこ

ろでございますけれども、具体的には、看護

師の定着につきましては、先ほどもちょっと

御説明いたしましたけれども、県内の就業が

行えますように、３つの戦略の柱になってま

いりたいというふうに考えております。例え

ば院内研修、看護師さんにつきましては、院

内研修体制が整っているかとかいうところが

非常に大きな病院の評価につながっていると

いう結果がございますので、そういったもの

を中心に、病院の各研修会等におきまして、

看護師の教育体制、そういったものについて

整えていくと。それから、各学校等におきま

しての医師の地元の医師会等との意見交換

等、こういったものを開きまして、看護師の

要望等の把握等を行いながら、定着率の向上

に努めてまいりたいと思います。 

 それから、離職につきましても、同じくや

はり院内の研修体制、こういったものが非常

に大きな要素となっておりますので、そうい

ったもの、研修体制の構築、それから各地域

においてそういう研修が受けられる体制、こ

ういったものを整えながら離職防止に取り組

んでいきたいと。また、院内保育所、こうい

ったものにつきましても大きな要素になりま

すので、こういったものの整備についても各

種補助制度とかを活用しながら進めてまいり

たいというふうに考えております。 

 

○重村栄委員 県内の定着率が低いというの

は、１つは、都市部での求人活動が非常に盛

んで、給与も高いですよね。それと、１つ

は、若い人はやっぱり都会に行きたいとい

う、そういう気持ちもあるんでしょうから、

なかなか決定的な施策というのが難しいのか

なとは思わないではないんですけれども、現

実的に不足している病院も結構あるので、や

っぱりスタッフの強化が非常に大事なことだ

と思うんですけれども、１つは、病院の中で

の職務の精選というか、も必要なんじゃない

かなと。ある面では、看護師さんに負担がぐ

っとかかり過ぎている部分があるのかなとい

う嫌いもしないでもないんですよね。 

 看護師の免許を持たなくてもできる部分の

仕事があるんですよね。それを看護師さんが

せざるを得ない状況でやっているところも随

分とあるみたいですので、そういったことも

解決していかないと、職務の軽減もしていか

ないとできないんじゃないかなと思うので、

そういったところの手だてもやっぱりやらな

いと、これから看護師不足というのは続いて

いくのかなという気がしてしようがないで

す。 

 同じ給料もらうなら、都会で看護師でない

ほうが給料高いので、そっちのほうに流れて

しまう危険性が多分にあるんですよね。だか

ら、やっぱり意識を持って看護師になりたい

と思って、せっかく専門職を目指す方に、や

っぱりその分野で長く勤めてもらうような施

策を考えないといけないので、看護師でなく

てもできる仕事は看護師じゃなくてもできる

ようにシステムづくりをするといったこと

も、今からいろんな施策の中で考えていく必

要があると思います。 

 これは、行政だけでできる問題じゃなく

て、病院経営の中での考え方もありますの

で、それも含めて国あたりとの連携もちょっ

としながらしていかないと慢性化していくよ

うな気がしてしようがないので、ぜひこの辺
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をお願いしたいと思います。 

 離職率も、これと同じような傾向があるん

ですよね。勤めてはみたものの、やっぱり大

変だというので、子育てしながら、家庭を持

ちながらしていくのも非常に大変だからやめ

る人も結構いらっしゃいますし、都会に行っ

た人も、逆に、都会に憧れて勤めたら仕事が

大変だったので、ほかの仕事でも余り変わら

ぬような給料もらえると、日勤だけして、夜

勤もしなくても変わらぬような給料もらえる

ので、せっかく看護師として都会で勤めて

も、またやめて普通の仕事に行ってしまう。

だから、またそこが不足するから、また募集

かかってきてというふうな、そういうふうな

ことになっているようですので、そういった

面では、これは日本全体として看護師の職務

に対するものはフォローしていかないといけ

ないのかなというふうに思っていますので、

県は、県としてやれる部分をしっかりとやっ

ていただきたいなというふうに思います。 

 それから、まだいいですか。 

 

○渕上陽一委員長 はい、重村委員。 

 

○重村栄委員 病院局の18ページ、こころの

思春期外来、利用される方も随分ふえてきて

いるようですし、診療日数もふやす、時間も

拡大するということを今25年の方向性として

出されていらっしゃいます。今病院そのもの

の施設の活用という面でも、またこれ１つあ

りでしょうし、ニーズが多い分野でもあるの

で、こういったことを充実されることは非常

にいいことだというふうに思っています。た

だ、心配なのは、医者が本当に確保できるの

かなと、スタッフの面でですね。スタッフが

きちんと確保できなければ、せっかくいい方

向性を出されているのに、なかなか実現でき

ないということになっていかざるを得なくな

るわけですので、その辺の見通しというか、

もくろみというか、その辺は、せっかくな

ら、管理者がいらっしゃるので、どんなです

か。 

 

○向井病院事業管理者 御心配いただいてい

るとおりで、私のほうの病院の医師そのも

の、総数としても、７名の常勤医から途端に

３名までいって、今５名まで回復しているん

ですが、なかなか精神科の医師の確保という

のが難しい中で、新たに思春期医療に関して

の医師確保というのは厳しいんじゃないかと

いう御意見だと思います。 

 私も、今回の第２次の経営計画の中で、こ

の思春期医療の充実を図っていきたい、入院

施設を設置していきたいという計画を立てま

した。それで、やはり外部からの要請で来て

いただけるかどうか、これにはやはり熊大を

中心とする大学のほうに要請を図る、精神科

のみならず、小児科あたりにも呼びかけてい

かなければいけない。もう既に少し始めまし

た。 

 それから、病院内でも常勤医を現在――今

の医師の確保というものは、医師の体制とい

うものは、次々と医者がかわっていくという

ふうな、そういう状況でございまして、なか

なかずっと医師が定着していただけるという

ような状況にはございませんので、お見えい

ただく先生方、若い先生方ですけれども、熊

大のほうに特にお願いして、思春期医療に興

味あられる先生方にぜひやっていただきたい

と。その先生方には、半年間、東京都あるい

は国立、研修に行っていただいて、そして知

識を高めていただいて、またうちに帰ってい

ただいて、何年かこの思春期医療を診ていた

だく。新たに来られた先生方にまた研修に行

っていただくと、そういうローリングをしな

がら思春期医療を続けていくと。そういうや

り方をやらせていただく。 

 オール熊本県で考えれば、私のほうで研修

にやった先生方をまた民間の医療で頑張って

いただきますので、オール熊本県としては、
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決してマイナスではない、うちの病院として

は、非常にそれだけ金がかかりますが、おか

げさまで、会計からの繰入金カットしながら

も黒字経営を続けてまいりましたので、何と

かその分はやれるんじゃないかという、そう

いう思いで進めておりますので、どうかやっ

ていきたいというふうに考えております。 

 

○重村栄委員 今、向井管理者のほうから、

非常に一生懸命取り組んでやるということの

お話をお聞きしたんですけれども、特に心の

病気のところは、ましてや、思春期のところ

は、普通の風邪とか何か、けがとか、短期で

片づく問題じゃないので、医療の技術の前提

に、医者と患者の人間関係が非常に大事な部

分があるので、医者がころころ変わると、せ

っかく少しよくなったら、またゼロからスタ

ートという、人間関係からつくらないといけ

ないような状況が起きる可能性が高いところ

なんですよね。 

 そういった意味で、きちんとした、ある程

度長期的に同じ医者を確保して対応していた

だかないと、なかなか回復にいかないとい

う、行ったり来たりしてしまうという心配を

するもんですから、特に、そういった意味

で、若い先生が来た、半年もするうちにいな

くなった、また次の先生が来たということに

なると、やはり思春期外来が本当に機能して

いくのかなと、ちょっと私個人的に心配をし

ているもんですから、できるだけ長期でいら

っしゃる先生をぜひ確保していただいて、こ

ういったニーズの高い分野をしっかりとやっ

ていただきますようにお願いをしたいと思い

ます。 

 

○向井病院事業管理者 去年、半年間研修に

行っていただいた先生は、きょう、今年度い

っぱいで実は民間に行かれるというお話もあ

りましたけれども、何とかあと１年はプラス

しておっていただくような、そういう約束を

させていただいております。 

 新たに来られた先生を来年度４月からまた

研修にやっていくというようなやり方をとら

せてもらっていますが、いかんせん、医局自

体で医師をコントロールできる時代じゃな

い。私のほうで、ましてや、先生方にコンタ

クトとって、何とかおっていただきたい、か

つては、医師を確保することは危機と言って

いましたが、逆に、医師にずっとおっていた

だくことに対してのエネルギーも相当要ると

いう状況でございまして、これが非常に私に

とっては大きな課題になっております。 

 今おっしゃいましたとおり、患者さんにと

っては、先生がいらっしゃらなくなると非常

に不安になられるというのはもう確かでござ

いますが、やはり先生を追っかけていかれる

患者さんいらっしゃいます。そういう状況で

ございますので、県内におっていただけれ

ば、何とか近いところにおっていただけれ

ば、そのまま通院されるということで、何と

か継続して先生に診ていただいているという

ふうな状況でございますが、先ほどお話にも

ありましたけれども、待機の患者さんもたく

さんいらっしゃいますので、そういう患者さ

んが出られても、また次の患者さんに新たに

うちのほうでやっていただくというふうなこ

とで何とか継続的にやっているという状況で

ございます。 

 

○小杉直委員 今の重村委員に関連してお尋

ねしますが、林田課長、さっき2.4倍の患者

数とおっしゃったでしょう。2.4倍の患者数

というとは、中身は大体どういうふうな患者

さんですか。 

 

○林田総務経営課長 思春期外来で先ほど１

年間で延べ224人ということで申し上げまし

た。その内訳としまして、つまり再診といい

ますのは、そういった患者さん方おられます

ので、24年度でいえば、実数が42人の患者様
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を診察させていただいております。そのうち

発達障害というふうに区分されるといいます

か、診断をされるものとしまして、そのうち

の一つで広汎性発達障害という病名で診察さ

れている方が14名、それから注意欠如多動性

障害というのに区分されている方がお二人

で、発達障害という区分の中では16名の方が

診察を受けられておられます。そのほかに、

適応障害であるとか、鬱病、あるいはそのほ

かの方々がおられるというような状況でござ

います。 

 

○小杉直委員 大別するならば、発達障害の

患者さんと鬱病の患者さんと、あと、幾つか

分かれるわけでしょうばってんが、年齢層が

違うとでしょう。年齢層はどういうふうに違

うんですかな。 

 

○林田総務経営課長 年齢層につきまして

は、私どものほうは、こども総合療育センタ

ーと役割分担をいたしておりまして、年齢の

小さいほうの子供さん方をこども総合療育セ

ンターの役割ということで、私どものこころ

の医療センターのほうでは、おおむね13歳か

ら19歳までの範囲の患者さん方を対応させて

いただいているという状況でございます。 

 

○小杉直委員 13歳から19歳。 

 

○林田総務経営課長 はい。 

 

○小杉直委員 そうすると、どうかな、患者

という名称をどこでん使うとですかね。こう

いう13歳から19歳というのは、子供から未成

年者になるわけですが、どこでも患者という

名称を使うんですか。 

 

○林田総務経営課長 私どものほうは、やは

り医療機関でございますので、やはりいろん

な御相談もあろうかと思います。内容によっ

ては、少し病気とか障害とか、相談の中身も

いろいろあろうかと思いますけれども、一応

病院でございますので、私どものほうの区分

といいますか、表現としてはやはり患者さん

というふうな形で、区分といいますか、病院

としての性格上、患者さんということで対応

させていただいております。 

 

○小杉直委員 心の病の人たちは、いろんな

職場にはだんだんふえておるということと、

発達障害の子供さんたちもふえておるという

ふうに認識しておるわけですが、民間のそう

いう病院もかなりにぎわっているのを現実に

目の当たりに幾つも見ておるわけですが、

今、向井管理者がおっしゃったような体制の

中で、なかなか御苦労が多かろうと思うです

たいな。だから、こういうことをお受けにな

って今後推進されるということについては、

重村委員がちょっと心配されることもおっし

ゃいましたけれども、私もそれは同感ですけ

れども、なかなか今後重要なこれは課題です

もんね。それをやっぱり医者の定着率とか確

保とか、大変な御苦労がここであるだろうな

というふうな予想をしております。 

 これにちょっと委員長と皆さんに御要望で

すが、こうして見れば、２列目は、ああ、林

田さんとわかるわけばってんが、もともと

が、説明するときも立って説明する、答弁す

るときも立って答弁するというのが大体の委

員会のあり方だったわけですたいな。だが、

最近は、委員長さんの方針で、座ってという

ことになりますが、２列目あたりの方は、下

向いてしゃべっておられると、どなたかがわ

からぬ。だから、少なくとも次回からは、説

明するときぐらいは立って、どこどこの課長

のだれだれです、座って説明させていただき

ますぐらい言って、答弁のときにはその後の

ことですから座ったままで結構と思います

が、次回からそのくらいのことはしていただ

くということにはできないでしょうかな。 
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○渕上陽一委員長 それはもう顔が――立っ

て、また座ってということで別に問題はない

かというふうに思います。みんな顔が見られ

るほうがわかりやすいんでしょうからです

ね。 

 

○小杉直委員 せっかく説明されるときには

立って説明されたほうが、あと、自分のＰＲ

になるしですな。そういうことで、一応次回

からお願いしておきます。 

 

○岩中伸司君 今のは、２列目以降は立って

説明という……。 

 

○渕上陽一委員長 いや、説明は座っていい

んですけれども、私ですというのだけ。顔が

全然見えないから。 

 

○岩中伸司君 最初だけな。立って説明なら

大変なので、書類を見ながらせないかぬけ

ん。 

 

○渕上陽一委員長 そういうことでよろしい

ですかね。 

 

○平野みどり委員 今のこころの医療センタ

ーについて、関連でちょっとお尋ねなんです

が、実際この思春期患者延べ224人というこ

とで、この数字を多いと考えるのか少ないと

考えるのかというところもあるんですけれど

も、やっぱり相談する場所がなかなかないか

ら、こころの思春期外来ということで、ここ

に行こうということだろうとも思うんです

が、そもそも病気、鬱だとか統合失調症だと

か、いろいろありますけれども、そこまでで

はない発達障害の方たちが、結局周りから理

解されないとか、対応がきちんとされないが

ために、心の安定をさらに乱してしまって病

気になっていくという過程があるやに聞いて

いるんですね。私の当事者の仲間でも、精神

の手帳持っているけれども、もともとは自分

は発達障害だと思うというふうに自分できち

んと認識している人もいたりするんですけれ

ども、そこら辺、今後、発達障害に対しての

取り組みがまた充実していくことによって、

精神の医療機関にかかるまでもないというふ

うな状況で何らかの対応がされていくという

見通しは持っていいというふうに――どなた

に聞いていいのかわからないんですけれど

も、今さっき言ったことの事実関係と今後の

発達障害の取り組みと、この医療機関にかか

ったら病気になっていくという方たちが幾ら

かでも減っていく――そもそも母数が大きい

からまたそういうふうにはならないのかもし

れないんですけれども、そこら辺、いかがな

んでしょうか。 

 

○甲斐正法委員 今、平野委員の質問と関連

しますので、17ページ、きっと障がい者支援

課の回答の中に出てくるのかなと思いますけ

れども、３番の今後の方向性の真ん中の段

で、いわゆる子供についてはということで、

13歳以下はこども総合療育センターがという

ことでは、こども総合療育センターや発達障

がい者支援センター、地域療育センター、そ

の他の相談支援員や療育機関を含めた県全体

の地域療育支援体制の充実を図るというふう

にきちんとうたってあるわけですね。 

 その13歳以降の支援体制というのも、やは

りこのように、いわゆる精神科の病院であっ

たりとか、あるいは精神科の相談センターだ

ったりとか、いろんな相談センターがござい

ますけれども、その辺で考えれば、ライフス

テージに沿って県はやっていくということで

あるわけですから、その13歳で前後を切ると

いうことではなくて、その後もそういう支援

体制をつくっていかざるを得ないんではない

かなと。いわゆる連携体制を整えるというこ

とをどこにでも書いてあるんですけれども、
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いわゆる児童期、青年期、成人期等について

の連携体制も含めて、何かこの連携体制、支

援体制の構築ということでは、特に、ここに

こども総合療育センターというのは、半分医

療機関というか、医者が入っていますから、

医者を含めたところの支援体制も確立しよう

としてあるわけですけれども、その13歳以降

は、医者は大変だということで、何か年齢に

沿って、大変さ、大変さじゃないということ

が言えるのかどうかということでは、やっぱ

り総合的な支援体制を今後考えていかなけれ

ばなりませんが、どういう支援体制をイメー

ジされているのかということをちょっと一緒

にお伺いしたいと思いますが。 

 

○松永障がい者支援課長 障がい者支援課で

ございます。 

 まず、発達障害としての医療関係のお話で

すが、小さいころは小児科のほうで専ら診て

いただきまして、大きくなられるにつれて精

神科のほうにバトンタッチをしていただくと

いうのが一番理想的な形かと思っておりま

す。どこできちんと線を引くということでは

ございませんが、そのバトンタッチがうまく

できるように、今年度から、この発達障害に

関する医療体制の整備のあり方を検討してい

くということで、小児科の先生、精神科の先

生一緒になって議論を今年度からやっていき

たいと思っております。何歳というのははっ

きりありませんけれども、県全体で、各地域

においても、バトンタッチがきちんと渡せる

ような体制をつくっていきたいというふうに

思っております。 

 

○甲斐正法委員 明確なイメージ像というの

がなかなか浮かばないんですけれども、例え

ば、14ページの24時間、先ほど相談体制をつ

くるということでは、そういう医療関係も含

めたところの24時間という構想は全くイメー

ジされていないんですか。独立されているの

か、福祉だけでやっていくのか、医療、保健

のネットワークでやっていくのかということ

ではどうでしょうか。 

 

○松永障がい者支援課長 14ページで言う24

時間というのは福祉分野を中心に考えており

ます。精神関係であれば、発達障害の部分で

も一部精神のほうも入ってまいりますけれど

も、精神関係であれば精神科の24時間の医療

システムがございますので、そちらのほうで

対応はできるかとは思っております。 

 

○甲斐正法委員 その辺を早く整理していた

だかないと、当事者の方は、先ほどもちょっ

と言われましたように、子供のころは精神科

ではないと。思春期になって精神科に行かな

いかぬと。じゃあ、相談コーナーも、福祉の

ほうだったのが、今度は精神のほうにかわっ

ていくということでなくて、やはりそこで連

携がなぜとれないのかと。だから、発達障害

にしても、福祉分野で対応すべき支援体制と

いわゆる医療機関で対応すべき方もおられま

すし、そういう意味では、やはりその辺の連

携をきちんととっていかないと、我々当事者

が、どこに相談して、何の相談をしていいの

かというのを自分で見つけないと、いや、私

のところではございませんということを――

結局医療機関に相談したら、まだ私のところ

ではありませんとかいう話になったりとか、

福祉のほうに行ったら、いや、その話は医療

機関でしょうということになったりするわけ

で、相談というのは、やっぱりワンストップ

できちんと対応できて、そして次のところを

御紹介するなり、次のところに引き継ぐなり

ということが、やはり相談の基本ではないか

なと思うんですね。それを患者さんが自分で

相談するところを見つけないかぬと。 

 例えば命の相談とかいうことでは、何でも

いいので24時間やって、そしてその後、どこ

に診察に行ってみたらという話になってくる
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わけで、だから、発達障害の形も、そういう

意味では、県が全部連携しながら、一回、そ

の辺のライフステージに沿った計画ととも

に、その時々の連携体制というのも構築して

いく必要はあるんではないかなというふうに

思ったりもするんでございますけれども、ど

うでしょうか。 

 

○中園子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 発達障害の一番最初の部分を担当しており

ますので、ちょっとうちの取り組みについて

御紹介させていただきます。 

 先ほど、17ページの下の段のところで、問

診票とマニュアル、保健師用を作成しました

というお話をしましたが、このマニュアルの

中で、気になることが見つかったときにどう

対応するかというのを示しておりまして、先

ほどから医療機関が大変待機時間が長いとい

う話もあっておりますので、気になる子がい

たときにすぐ医療機関につなぐのではなく

て、一応４パターンに分けて対応しましょう

というのを示しております。 

 まず最初、現時点で問題ない子供、ちょっ

と気になるけれども問題ない子供というの

は、普通の子育て支援センターに行っていた

だくと。その次の、もうちょっと気になると

いうところで経過観察というところで、育児

相談ですとか、保育所とか、それからいろん

な専門機関が家庭訪問して相談に乗るという

ふうな体制をとると。３番目が、専門的な相

談ということで、地域療育相談員さんという

のが各地にいらっしゃいますので、そういっ

た方とか、あるいは心理相談とか、発達障が

い者支援センターとか、そういうところが対

応いただくと。４番目に、それでも気になる

というときに、専門医に御紹介するというよ

うな体制をとるようにというマニュアルを書

いております。 

 

○甲斐正法委員 済みません、マニュアルの

話が出ましたので。 

 それで、どのくらいスクリーニングできて

いますか、何％ぐらい。いわゆる、次、小学

校、中学校に行って新しく発見される方もお

られるわけで、そういう意味では、全体像の

中でどのくらいの対応ができているのかとい

うことではどうでしょうか。 

 

○中園子ども未来課長 昨年マニュアルをつ

くりましたときに、市町村の乳児健診に限っ

てですけれども、ちょっと実態調査をしまし

たときに、要フォローの子供が１％から５％

見つかったというのが８市町村ございまし

た。６から10％が５市町村、11％から20％が

10市町村、21から30が８市町村ということ

で、ほとんどの市町村でそのフォローの子供

は発見できている状態です。 

 

○甲斐正法委員 ちょっと違う視点から１

つ。 

 13ページのグループホームについて１つ。 

 いつも私思うんですけれども、このカラー

刷りのほうともあわせて、カラー刷りのほう

は、10ページの資料の黒丸の下から４つ目で

すかね、いわゆる地域の中でグループホーム

をつくるんですけれども、その地域で行われ

る災害時要援護者避難支援計画、こことの連

携といいますか、ここにグループホームをつ

くりますよと。この方たちは、要援護者なの

か要援護者でないのかということでは、その

地域に届け出る必要があるのかないのか。新

しくグループホームをつくるときには、もう

そういう説明は要らないということになって

くるんですけれども、この災害時の要援護者

対象ということになると、いわゆる個人情報

は地域のほうにお伝えしなければならないと

いうことでは、その辺の整理はどこまででき

ているのかということをちょっとお尋ねした

いわけですけれども。 
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○古閑健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 この災害時要援護者の避難支援計画の個別

計画、これにつきましては、今方法が大きく

２つのやり方がございます。１つは、手挙げ

方式ということで、いわゆる要援護者の方が

手を挙げていただいて、その方をどういうふ

うに支援するかというやり方が１つございま

す。あとは、市町村のほうで総括的に把握し

て支援をするというやり方がございます。 

 今申し上げましたように、手挙げ方式にな

りますと、グループホームから手を挙げてお

られるのか挙げないのかというのも、ここは

また各市町村の判断になりますので、必ずし

もグループホームの方が全て手を挙げていら

っしゃるかというのは、ちょっと全てという

わけではないというのが現状でございます。 

 

○甲斐正法委員 今後はどうでしょうか。 

 

○古閑健康福祉政策課長 今回災害対策基本

法の改正がございまして、実は、この要援護

者と関連するんですけれども、名簿の作成が

各市町村で義務づけになりました。この要援

護者の定義も、今国のほうでどういう形にす

るのかというふうな検討が進められているか

というふうに聞いておりますけれども、この

要援護者の名簿に沿って、またこの個別計画

のあり方等も検討していく必要があるのかな

というふうに考えています。ですから、市町

村が新たにつくる名簿、これは義務づけにな

りますので、この名簿に沿って、じゃあ地域

でどういう支援ができるのか、市町村にどう

いう支援ができるのかといった計画のあり方

についても、あわせてちょっと検討を今後し

ていく必要があるのかなというふうに考えて

おります。 

 

○甲斐正法委員 なかなかこの問題、非常に

微妙な問題だろうと思いますので、今後とも

動きを見ながらよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

 

○渕上陽一委員長 ほかにありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○渕上陽一委員長 なければ、以上で質疑を

終了します。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が２件あっており

ます。 

 まず、報告について、執行部の説明を求め

た後、質疑を受けたいと思います。 

 それでは、一健康危機管理課長から報告を

お願いします。 

 

○一健康危機管理課長 健康危機管理課で

す。 

 報告事項の１ページ、熊本県動物愛護管理

推進計画の見直しについて報告いたします。 

 県では、動物愛護及び管理に関する法律に

基づき、熊本県動物愛護管理推進計画、計画

期間が20年から29年度までの計画ですが、平

成20年に策定しまして、人と動物が共生する

地域づくりに取り組んでいます。 

 １の(1)ですが、計画期間は、先ほど言い

ましたように、平成20年度から平成29年度の

今後の10年間というふうにします。 

 また、５年後をめどに見直しを行っていく

こととしております。 

 基本方針は、飼い主、県民、行政等の協働

による施策推進を図ることによって、人と動

物とが共生する地域づくりを目指します。 

 ２ページの取り組みの現状等について御説

明します。 

 まず、(1)の動物愛護事業等の実施状況で

すが、これについては、３ページに別紙をつ

けております。 

 まず、１の保健所及び動物管理センターに

おける取り組みです。 
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 処分数の減少、終生飼養を目指した取り組

みとしまして、犬の捕獲、また、引き取った

犬、猫を一定期間保健所で捕獲、保護した

後、動物管理センターに移送します。保健所

に保護している間、熊本県動物愛護管理ホー

ムページに保護した犬、猫の写真を掲示し、

県民への譲渡、返還を呼びかけています。ま

た、３番目ですが、ことしから、動物管理セ

ンターに配置しました動物愛護専門員ととも

に、動物とのふれあい方教室を小学校等で実

施しています。現在までに25校の申し込みを

受けているところです。 

 次に、２の今後の取り組みですが、今後と

も動物愛護専門員を活用することで動物愛護

事業を強化していきますとともに、９月の動

物愛護月間事業について、さらに譲渡前講習

会など事業内容を充実して実施していきま

す。 

 ２ページに戻りまして、(2)の管理等の状

況についてです。 

 表の右側の県全体の数字について御説明し

ます。 

 １のペットに関する苦情・相談件数につい

ては、犬が2,883件、猫が1,024件となってい

ます。主な内容は、徘回犬、放し飼い、悪

臭、鳴き声となっております。２の犬による

咬傷事故の届け出件数ですが、96件となって

おります。３の犬の狂犬病予防接種率は69.0

％となっています。４の犬、猫に係る保健所

から新しい飼い主への譲渡数は1,042件で

す。５の処分頭数ですが、犬が1,887頭、猫

が2,431頭となっております。このうち、犬

は減少傾向にあります。６の犬、猫の捕獲、

引き取り頭数は、犬が、平成16年度7,495頭

から平成24年度の3,145頭へ、猫が、平成16

年度3,766頭から平成24年度の2,806頭へと減

少傾向にあります。これは、飼い主の終生飼

養の意識の向上と、これまでの継続的な捕獲

実績によるものと考えています。 

 次に、３の見直しに当たっての課題です。 

 まず、飼い主に対する最期まで責任を持

ち、飼養する終生飼養、次に、県民への動物

とのふれあい方を学ぶ場の提供、そして狂犬

病の予防など正しい知識の普及啓発、最後

に、動物取扱業者に対する適正飼養等の指導

を課題としています。 

 計画見直しのスケジュールですが、８月６

日に県動物愛護推進協議会を開催しました。

その後、11月に市町村関係機関への説明、意

見調整、原案の作成をしまして、12月にパブ

リックコメントを実施しまして、来年２月に

計画策定、議会への報告ということで考えて

おります。 

 ４ページをお願いいたします。 

 動物の愛護及び管理に関する法律等の一部

改正について、改正法等の施行日は、平成25

年９月１日となっております。 

 改正の概要ですが、動物取扱業者の適正化

や規制強化、多頭飼育の適正化による飼養者

への勧告、命令、犬、猫の引き取りの拒否、

さらに、災害時の対応について、県の動物愛

護推進計画に定めることとなりました。 

 これらの具体的な改正内容については、今

後動物取扱業者の立入指導や講習会などを通

じて周知を図っていくこととしております。 

 以上で報告を終わります。 

 

○三角医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 説明に入ります前に、先ほどの重村委員、

済みません、離職率は8.9％。おくれて申し

わけございませんでした。 

 それでは、報告事項の５ページをお願いい

たします。 

 熊本県地域医療再生計画(平成25年度策定

版)について御報告を申し上げます。 

 地域医療再生計画につきましては、国の補

正予算で措置されました地域医療再生臨時特

例交付金をもとに、都道府県単位で地域医療

再生基金の設置及び計画の策定を行い、地域
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における医療課題の解決を図る事業に取り組

むとされており、本県におきましても、計画

に基づきまして、医師確保対策や医療連携強

化に係る事業などに取り組んでいるところで

ございます。 

 このような中、国においては、地域医療再

生計画に基づく事業を遂行していく中で、計

画策定時以降に生じた状況変化に対応するた

めに生じる予算不足を補うために基金を拡充

することとされ、平成24年度補正予算におい

て500億円が措置されたところでございま

す。 

 なお、今回の補正予算につきましては、県

からの申請は15億円以内とされ、計画には、

医師確保など、１の(3)に記載しております

３項目については必ず盛り込むことが求めら

れております。このため、本県では、国から

の通知を受けた後、関係者等との協議、調整

を経まして、交付金の要望額を15億円といた

します計画案を策定いたしました。 

 計画案につきましては、５月に県の医療対

策協議会で審議、了承いただき、５月末に国

に提出いたしたところでございます。 

 その後、７月に国から本県への交付金額を

９億4,000万円余とする内示がありましたの

で、その内示額にあわせ、再度調整を行い、

過日、国に対し交付申請を行ったところでご

ざいます。 

 ３の計画の内容でございますが、基本目標

は、第６次保健医療計画の基本目標と同じと

しております。 

 ６ページをお願いいたします。 

 施策の構成と主な事業でございますが、こ

こに記載しておりますとおり、喫緊の課題で

あります医師確保等を初めとする４つのプロ

ジェクトを柱に、19の事業で構成しておりま

す。 

 交付金に関するスケジュールについてでご

ざいますが、先ほど御説明いたしましたとお

り、国からの通知を受けた後、関係者等との

協議を経ながら、計画案の策定及び申請手続

を進めてきたところでございます。この後、

８月末に国からの交付決定が予定されており

ますので、基金の造成及び事業費の補正につ

きましては、９月の補正予算でお願いする予

定としております。 

 医療政策課からは以上でございます。 

 

○渕上陽一委員長 報告が終了しましたの

で、質疑を受けたいと思いますが、質疑はあ

りませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○渕上陽一委員長 なければ、報告に対する

質疑を終了いたします。 

 次に、その他で何かありませんか。 

 

○小杉直委員 ６月議会中に腰痛のためにこ

の委員会を全部欠席したことを、委員長初め

委員の皆さん、執行部の皆さんにおわび申し

上げておきます。 

 以上です。 

 

○渕上陽一委員長 ほかに何かありません

か。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○渕上陽一委員長 なければ、以上で本日の

議題を終了いたします。 

 最後に、要望が１件提出されておりますの

で、参考としてお手元に写しを配付しており

ます。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。 

  午前11時49分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  厚生常任委員会委員長 
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